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連合北海道札幌地区連合会／さっぽろ 労働相談センター 

札幌圏雇用センサス ２０２０年１０月の相談状況 

「自分の権利を守るのは、しっかりとした知識と労働組合」 

 

１．２０２０年１０月の相談状況 

（１）相談件数について 

〔相談者数の推移 対前月比及び前年同月比〕 

     項目 

年月 
相談者（人） 相談件数（件） 一人当たり相談件数（件） 

2020年 10月 ８４人 １２３件 １．４６件 

2020年９月 ８０人 １２７件 １．５９件 

2019年 10月 ９５人 １４４件 １．５２件 

 

資料－１「２０２０年 雇用形態別 相談者数 月別集計」 

資料－２「２０２０年１０月 相談者数（雇用形態・男女、業種別）」 

資料－３「２０２０年１０月 相談件数（雇用形態別）」 

 

相談者数は８４人、相談件数は１２３件、一人当たり相談件数は１．４６件

となっています。前月対比では、+４名・-４件です。前年同月との対比では－

１１人・－２１件となりました。前月対比ではほぼ同数ですが、前年対比で二

桁の減少となっています。 

 

（２）雇用形態別 相談者数・相談件数・一人当たりの相談件数 

〔雇用形態別 相談者数（人）〕 

 正社員 契約 パート バイト 嘱託 季節 派遣 その他 合計 

男 ３４ ９ ０ ７ １ ０ ３ ０ ５４ 

女 １７ ５ ６ ２ ０ ０ ０ ０ ３０ 

計 ５１ １４ ６ ９ １ ０ ３ ０ ８４ 

 

〔雇用形態別 相談件数（件）〕 

 正社員 契約 パート バイト 嘱託 季節 派遣 その他 合計 

男 ４６ １３ ０ １２ １ ０ ４ ０ ７６ 

女 ２７ ８ １０ ２ ０ ０ ０ ０ ４７ 

計 ７３ ２１ １０ １４ １ ０ ４ ０ １２３ 

 

資料－２「２０２０年１０月 相談者数（雇用形態・男女、業種別）」 

資料－３「２０２０年１０月 相談件数（雇用形態別）」 

 

相談者８４名のうち男性は５４名、女性は３０名です。雇用形態では所謂正
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規雇用者数は５４名で、非正規雇用者数は３０名となっています。また、相談

件数においては、合計１２３件で男性７６件、女性４７件となりました。雇用

形態別で見てみると、所謂正規雇用者数は５４名・７３件で非正規雇用者数は

３０名・５０件となっており、正規・非正規の比率で見た場合、正規雇用者か

らの相談件数が増加傾向にあります。 

 

（３）業種別・雇用形態別 相談者数について 

〔業種別及び雇用形態の相談者の分布〕 

      雇用形態 

業種 
正社員 契約 パート バイト 嘱託 季節 派遣 その他 人数 件数 

一人/

件数 

A 農林水産業            

B 鉱業・採石業            

C 建設・設計・重機業 ４        ４ ９ 2.25 

D 食品製造業 １  ２      ３ ６ 2.00 

E その他製造業            

F ｴﾈﾙｷﾞｰ・水道業            

G 通信・報道・IT 業 ２ １       ３ ４ 1.33 

H 交通業 ２ １       ３ ４ 1.33 

I 陸運・倉庫業 ７ ２  １     １０ １２ 1.20 

J 卸・小売・飲食店 ９ ５  ６ １    ２１ ３２ 1.52 

K 商品斡旋・リース業 １        １ １ 1.00 

L 金融・保険業            

M 不動産業            

N 医療・保健・医療品業   １      １ １ 1.00 

O 社会福祉・介護業 ６ ２ ２ １     １１ １５ 1.36 

P ビル管理・警備業 ３        ３ ４ 1.33 

Q 労働者派遣業            

R 教育・学習支援業 ２ １       ３ ４ 1.33 

S 会計・行政・法律事務所 １        １ ２ 2.00 

T 宿泊・娯楽業 ６        ６ ８ 1.33 

U 複合サービス業 １        １ ２ 2.00 

V その他サービス業 ５ ２ １ １   ３  １２ １８ 1.50 

W 廃棄物処理業 １        １ １ 1.00 

X 公務・公共サービス            

Y 分類不能・その他            

合   計 ５１ １４ ６ ９ １  ３  ８４ １２３ 1.46 

 

資料－４「２０２０年 業種別 相談者数 月別集計」 

資料－５「２０２０年１０月 相談件数（業種別）」 
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業種別相談者数及び相談件数は、「その他サービス業」「社会福祉・介護業」

「卸・小売・飲食店」「その他サービス業」の４業種において２桁の相談者数

及び件数を数えています。コロナの影響を受けやすい業種に相談が拡散してい

ることが顕著に出ています。 

 

（４）相談内容について 

〔相談内容と雇用形態の分布〕 

 

資料－３「２０２０年１０月 相談件数（雇用形態別）」 

資料－６「２０２０年 月別集計 相談件数（相談項目別）」 

 

寄せられた相談内容を見てみると 

「労働契約関係」 ２７件（就業規則・雇用契約１８件、その他９件） 

「賃金関係」   ２５件（不払残業・割増賃金１１件、一時金・諸手当５件、

賃金支払・控除５件、最低賃金３件、その他１件） 

「労働時間関係」 １９件（年次有給休暇１１件、長時間労働３件、休日・休息

３件、その他２件） 

「雇用関係」   １８件（解雇・退職強要・契約打切り１５件、解雇予告手当

１件、休業補償１件、その他１件） 

「退職関係」   １０件（退職金・退職手続き９件、その他１件） 

「保険・税」    ８件（雇用・労災７件、その他１件） 

「労働安全衛生」  ８件（労働災害５件、その他２件、安全衛生１件） 

「差別等」     ３件（嫌がらせ・パワハラ３件） 

「その他」     ３件（経営問題・労務管理３件） 

「労働組合関係」  ２件（労使関係１件、不当労働行為１件）       

 相談件数合計 １２３件 

 

 正社員 契約 パート アルバイト 嘱託 季節 派遣 不明 合計 

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 

組合 １  １              ２  

契約 ９ ７ ６ １  １ ２  １        １８ ９ 

賃金 １６ ２ ２   ２ ２ １         ２０ ５ 

時間 ７ ４ ２ １   ４ １         １３ ６ 

雇用 ６ ４ １ １  １ ２      ３    １２ ６ 

退職 ３ ３    ３       １    ４ ６ 

保険 ３ １  １  ２ １          ４ ４ 

安全 １ ３ １ ２   １          ３ ５ 

差別  ２  １              ３ 

その他  １  １  １            ３ 

合計 ４６ ２７ １３ ８  １０ １２ ２ １    ４    ７６ ４７ 
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「労働契約関係」「賃金関係」「労働時間関係」「雇用関係」の４項目の相談

が全体の７２％に達しており、コロナが影響した契約更新拒否・解雇や雇止め

といった相談も増えています。 

相談者の雇用形態においては、男性女性ともに正社員からの相談が多く、パ

ートは女性、アルバイトは男性といった偏りが出ています。 

 

（５）相談における違法状況について 

〔項目別違法件数の分布〕 

項 目 違法件数 違法率 全相談件数 

賃 金 関 係 １６件 ６４．０％ ２５件 

労 働 時 間 関 係 １３件 ６８．４％ １９件 

雇 用 関 係 １２件 ６６．７％ １８件 

労 働 契 約 関 係 ９件 ３３．３％ ２７件 

差 別 等 ３件 １００．０％ ３件 

退 職 関 係 ２件 ２０．０％ １０件 

労 働 安 全 衛 生 ２件 ２５．０％ ８件 

保 険 ・ 税 １件 １２．５％ ８件 

労 働 組 合 関 係 １件 ５０．０％ ２件 

そ の 他 ０件 ０．０％ ３件 

総 数 ５９件 ４８．０％ １２３件 

 

資料－３「２０２０年１０月 相談件数（雇用形態別）」 

資料－７「２０２０年 月別集計 違法件数（相談項目別）」 

 

８４名から寄せられた１２３件の相談件数のなかで、違法と判断される件数

は５９件です。そして違法率は、４８．０％という状況です。相談項目では「賃

金関係」「労働時間関係」「雇用関係」の項目で全体の６９．５％を占めており、

相変わらず高い水準となっています。 

 

２．２０２０年１０月の雇用情勢 

２０２０年１０月は、前月と比較して相談者数、相談件数ともに大きな変動

はない状況です。前年同月と比較すると人数・件数ともに２桁の減少が生じて

いますが、月ごとの増減の範疇であると思われます。よって、当月の件数減少

により雇用情勢が改善されたということではないと判断されます。 

 

本来１０月１日に改定される最低賃金は、コロナ禍による経営状況の悪化な

どを理由に引き上げが凍結され２０１９年１０月３日発効の８６１円が引き

続き適用されています。毎年１０月期には、最低賃金改定に伴う相談・問い合

わせが増加傾向を示しますが、据え置きとなった本年度は最賃改定の相談はあ

りませんでした。 
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そうした中、最低賃金についての相談は３件ありましたが、その内容は、「月

額給与に対して労働時間が長い実態があり、割り返すと最低賃金を下回るケー

ス」と「賃金制度自体に不備（意識的な操作により違法状態となっている）が

最賃割れを起こすケース」でした。単純な最低賃金違反ではなく、作為的に脱

法行為を犯す確信犯と言わなければならない事案です。 

 

コロナの影響により、雇用情勢は確実に悪化しています。 

この情勢を受け、１０月４日、厚生労働省は、１０月３０日現在において、

新型コロナウイルス感染拡大に関連する解雇や雇止めは全国で６９，１３０人、

業種では、製造業、飲食業、小売業の順に多く３業種の合計は全体の半数を占

めていると発表しました。また、北海道では、２，５０２人とされています。 

さっぽろ労働相談センターに寄せられる相談で、コロナが影響した相談件数

は、１２３件中１７件（１０月）であり、全体の１４％ほどになっています。 

コロナの猛威は行き先が見えない状況にあり、今後の推移によっては、雇用

情勢の更なる悪化が懸念されます。 

 

相談内容の全般で見られる傾向としては、職場に労働組合があれば、なんな

く解決できる事案が散見されます。 

働く者の権利を守るためには、労働組合が必要であるということを再認識し

なければいけません。社外の個人でも加盟できる労働組合（札幌パートユニオ

ンなど）に加入し交渉を行うのも一つの方策ですが、今の状況こそ、職場に労

働組合を作るチャンスでもあります。そのことを強く意識し、職場の仲間づく

りをしようではありませんか。そこから明るい未来が切り開ける可能性は十分

にあります。 

更に、働く者の自己防衛策として、しっかりとした知識は必要です。労働組

合の結成が無理な場合でも、例えば、労働者の最低限の権利を規定した労働基

準法、また、いまの状況で言うとコロナ休業に対する特別救済措置や給付金な

ど、法律や社会保障制度を理解し活用することは十分に可能です。残念なこと

に、その仕組みを知らずに自らの権利が侵害されている事案が少なくありませ

ん。 

使える法律や制度はあります。おかしいな！？と思ったら、まずは、最寄り

の労働組合や弁護士、場合によっては労働局などの行政機関に相談しながら、

自分の権利が侵害されていないかしっかりと確認する必要があります。 

あきらめからは何も生まれません。まずは相談を！ 

 

 


